[bookmark: _ch9wrdz83a9a]講演料・報酬に関する合意書

講演料・報酬に関する合意書（以下「本合意書」という。）は、以下の当事者間において、講演、セミナー、研修、イベント登壇その他これらに類する業務（以下「講演業務」という。）に係る報酬その他の条件について、次のとおり締結する。

甲（主催者）
名称：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

所在地：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

代表者：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

乙（講演者）
氏名又は名称：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

住所：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

[bookmark: _uzz4iquycx57]第1条（目的）
本合意書は、甲が乙へ依頼する講演業務について、その講演料、支払方法その他必要な事項を定め、当事者間の権利義務を明確にすることを目的とする。

[bookmark: _t9pwjs82quns]第2条（講演業務の内容）
1. 講演業務の概要は次のとおりとする。
（1）講演名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
（2）開催日時：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
（3）開催場所又は配信媒体：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
（4）講演時間：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
（5）テーマ：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
（6）その他必要事項：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
2. 前項に定める内容を変更する場合は、甲乙協議の上、書面又は電子メールその他記録可能な方法により合意するものとする。

[bookmark: _5fpt1pye03ht]第3条（講演料）
1. 甲は乙に対し、本講演業務の対価として講演料金＿＿＿＿円（税込・税別の別は次のとおり：＿＿＿＿）を支払う。
2. 前項の講演料には、特に定めのない限り、講演準備、打合せ、資料作成その他通常必要となる業務を含むものとする。
3. 追加業務が発生する場合は、事前に甲乙協議の上、別途報酬を定める。

[bookmark: _a4d9sovy8xel]第4条（交通費等）
1. 交通費、宿泊費その他実費の負担は、次のいずれかによる。
（1）講演料に含む
（2）甲が別途実費負担する
（3）別紙の定めによる
2. 実費精算を行う場合、乙は必要に応じて領収書その他支出を証する資料を提出する。

[bookmark: _jkg1kc2we1lt]第5条（支払方法）
1. 甲は、第3条の講演料及び前条の費用を、次の方法により支払う。
支払期限：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
支払方法：銀行振込
2. 振込手数料は、□甲負担　□乙負担とする。
3. 支払先口座は乙が指定する金融機関口座とする。

[bookmark: _6doeo48s28kd]第6条（源泉徴収）
1. 法令上源泉徴収が必要な場合、甲は所定額を控除して支払うものとする。
2. 甲は、法令に従い必要な支払調書その他必要書類を作成するものとする。

[bookmark: _9ggzpbye500x]第7条（消費税）
消費税の取扱いは、法令その他当事者間の合意によるものとする。

[bookmark: _mejw2lxa60ya]第8条（キャンセル）
1. 甲の都合により講演を中止する場合の講演料は、次のとおりとする。
（1）開催日の30日前まで：無料
（2）開催日の29日前から15日前まで：講演料の30％
（3）開催日の14日前から8日前まで：講演料の50％
（4）開催日の7日前以降：講演料の100％
2. 前項と異なる条件を定める場合は、別途書面等で合意する。

[bookmark: _sk8j0mm2bw5i]第9条（不可抗力）
天災、感染症、法令改正、公共交通機関の停止その他当事者の責めに帰することができない事由により講演が実施できない場合は、甲乙誠実に協議し、延期、オンライン開催又は報酬の取扱いを決定する。

[bookmark: _rimba9g7upoi]第10条（秘密保持）
1. 甲及び乙は、本講演業務に関連して知り得た相手方の営業上、技術上その他一切の非公開情報を第三者へ開示又は漏えいしてはならない。
2. 前項の義務は、本合意書終了後も3年間存続する。

[bookmark: _q8vhaju6m76b]第11条（知的財産権）
1. 乙が作成した講演資料、スライド、教材その他著作物の著作権その他知的財産権は、別段の合意がない限り乙に帰属する。
2. 甲は、本講演実施の目的に必要な範囲でのみ資料を利用できる。
3. 二次利用、転載、複製、販売又は第三者提供を行う場合は、乙の事前承諾を得なければならない。

[bookmark: _z4p95i2izn01]第12条（録音・録画）
1. 甲が講演を録音、録画又は配信する場合は、乙の事前承諾を得るものとする。
2. 録画データの利用期間、公開範囲及び二次利用については別途定める。

[bookmark: _dg6y3is3who6]第13条（反社会的勢力の排除）
1. 甲及び乙は、自ら及び関係者が反社会的勢力に該当しないことを表明保証する。
2. 違反が判明した場合、相手方は催告なく本合意書を解除できる。

[bookmark: _12l5iekdm4qv]第14条（契約解除）
甲又は乙は、相手方が本合意書に重大な違反をし、相当期間を定めて是正を求めても改善されない場合は、本合意書を解除することができる。

[bookmark: _jwmnqh2vxdfq]第15条（損害賠償）
当事者は、本合意書に違反し相手方へ損害を与えた場合、通常かつ直接の損害について賠償責任を負う。

[bookmark: _1wwaurh0b8bw]第16条（協議事項）
本合意書に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、甲乙誠意をもって協議し解決する。

[bookmark: _fa4wl76ue2bu]第17条（合意管轄）
本合意書に関して紛争が生じた場合は、甲の本店所在地を管轄する地方裁判所又は簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

本合意書締結の証として、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各1通を保有する。


締結日
＿＿＿＿年＿＿月＿＿日
[bookmark: _ucnjgch9hvpq]
[bookmark: _gog7w2x8vvse]甲（主催者）
名称：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

所在地：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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[bookmark: _u8vg2oda8n8a]乙（講演者）
氏名又は名称：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

住所：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

印

